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中小企業の存立 ・成長と研究開発
一 台湾の中小企業の分析を中心に一

蘇 顯 揚

序

中小 企 業 は,先 進 国 にお い て も発 展 途 上 国 に お いて も,極 め て 重 要 な 役 割 を

果 た して い る。 そ の活 動 は国 に よ って,ま た地 域 に よ って さ まざ まの 特 徴 を 有

す るが,経 済.全体 に お け る中小 企業 の比 重 は いず れ に おい て もか な りの 水 準 に

達 して お り,中 小 企 業 の 活 力 の 如何 は経 済発 展 を大 き く左 右 す る。 本 稿 で は,

中小 企 業 の活 動 が 極 め て 活 発 な 台湾 を と りあ げ.日 本 との 関 係 の 分 析 や 比 較 な

ど も行 い なが ら,中 小 企 業 の位 置 づ け を試 み る。

一 般 に発 展 途 上 国 は
,経 済発 展 の ため に工 業 化 戦 略 を と って い る が,そ の成

否 は技 術 革 新1,に 大 き く左 右 さ れ る 。 例 え ば,S.Kuznets(1966)は 技 術 進 歩 が一一.

一国 の ユ二業化 の決 定 的 要 因で あ る と主 張 し
,こ れ が 欠 け る場 合 に は,貧 困 の悪

循 環 に陥 る とい う。技 術 革 新 が 発 展 の 必 要 条 件 の 一つ で あ る とい う点 につ い て

は 異 論 が なか ろ う。

しか しなが ら,経 済 発 展 にお け る この 二 つ の重 要 な 要素,す なわ ち 中小 企 業

の能 力 と技 術 革 新 との 両 者 の 関 連 が 注 目さ れ る こ とは,従 来 は稀 で あ った 。 中

小 企業 に おい て は,近 代 的 な 生 産 方 法 へ の転 換 は ど の よ う に行 わ れ た の で あ ろ

うか 。 また技 術 革 新 を前 提 とす るな らば,「 異 質 多 元 群 」2}とも表 現 さ れ る よ う

1)も ともとイノベー ションInnovadonと い う用語 は,シ ニ.ンペ ー ターによ って新 しい ビジネス

機会の開拓の意味で使われた。その場合,技 術革新の他,企 業組織や販売組 織等 も.含まれ る。 し

か し通常の用語法では技術 革新 に限定 され てい る。

2)瀧 澤菊太郎,小 川英次,『 先端技術 と中小企業」26ペ ージ,有 斐閣,1988。
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な中小企業の発展は,ど のような要因に規定されているのか。さらに,経 済環

境の変化に適応し,成 功するのはどのような中小企業であろうか。このような

問題点を明らかにするために,こ こでは中小企業の存立を規定している条件に

ついて分析を行う。

従来,中 小企業研究は一国経済的な枠組に傾斜した形で行われてきた。これ

は,各 国間における中小企業の定義の不一致 甚:1のために国際比較が困難であっ

たとい うことにも由来 している。しか し,日 台関係を考えただけで も,一 国経.

済的枠組では捉えきれない要素が重要になってきていることは明らかである。

日台の貿易の緊密性,台 湾への海外からの技術協力件数に占める日本の技術協

力の割合の高さを考慮するならば,口 本の中小企業の技術協力は台湾の加工貿

易型の経済にとって不可欠の要素であると言えよう。それゆえ台湾経済の分析

においても,日 本の中小企業の分析は積極的な意義を持つと考えられる。そこ

でここでは,日 本と台湾の中小企業の比較研究を行うことによって,日 台の中

小.企業の技術条件や特徴を明らかにし,台 湾中小企業の特徴を国際的関連の中

で分析する。

1問 題 提 起

1950年 代 か らユ960年 代 に か け て,企 業 規 模 に 関 して 支 配 的 で あ った シ ュ ン

ペ ー ター理 論 は,技 術 革新 にお い て大 企 業 の役 割 が 重 要 で あ る との前 提 に立 ち,

中小 企 業 に よ る技 術 革新 につ い て は悲 観 的 な.見方 を と って い た 。独 占 的競 争 の

も とで の高 利 潤 は,技 術 の進 歩 に と って重 要 な条 件 で あ り,寡 占 度 と企 業 規 模

の 間 に高 い相 関 関係 が 有 る以 上,大 規 模 組 織 化 す る こ とは経 済 発 展 に とっ て最

善 で あ り,ま た不 可 避 で もあ る と主張 され た ので あ る。

しか し なが ら他 方 で は,E.A.G.Robinsonの 最 適 規 模 論4〕の よ うに,中 小

3)中 小企業 の定義 は各国 によワて異な るが.台 湾は 日本と同じ く法律に よって規模的基準 を明確

に規定 している、 また,ア メリカでは産業ご とに規模 の指標が設立 されているが,イ ギ リスで は

年商や従 業員によって定義 され る、 しか し,大 企業 と対照 させて相対的 に定義 される概 念である

ことか ら,中 小企 業の定義 は.各国 とも極めて類似 した ものにな っている。
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企 業 に も固 有 の 存 立 基 盤 が存 在 す る との主 張 も行 わ れ て い た 。 こ う した見 解 は ,

と りわ け1970年 代 以 降 そ の 妥 当性 を増 した と考 え られ る。 この 時期 に は ,需 要

面 に おい て,消 費 の 多 様 化,個 性 化,市 場 の細 分 化 等 の 現 象 が発 生 し,他 方 供

給 面 に おい て,新 素 材 や マ イ クロ エ レク トロ ニ ク ス な ど を中 心 に,い わ ゆ る第

三 次 技 術 革 新5:脚が 進 行 し,中 小 企 業 を取 り巻 く環 境 が 大 き く変 化 したか らで あ

る。

それにしたがい,「中小企業」に概括される企業の性格も変化せざるをえず,

「新二重構造」5】と呼ばれる状況 も形成された。この場合,従 来の中小企業分

析の枠組を超えた,技 術分業の観点からの分類も有効 となると考えられる。こ

れについては,1960年 代末に中村秀一郎による 「中堅企業」論の提起,1970年

代初めの清成忠男によるベンチャービジネス分析などがあるη。

いずれ にせよ,中 小企業に積極的存在意義を与えるような経済の変化が,

1970年 代以降,進 行 しているということは,共 通の認識 となってきている。石

油危機の影響,技 術革新等を背景に,中 小.企業は 「活力ある多数」として積極

的に評価されるに至った。一般的にも,か つては中小企業に対 してその規模の

みをもって低い評価を下す傾向があったが,近 年においては企業規模 とは独立

にその企業としての質が客観的に評価される例が増大 してきている。他方,技

4〕 最適規模 論で は,所 与 の技術及び組織能力の もとで,単 位あた りの平均生産費用が最小 とな る

企業規 模 を最適規模 とす る。E.A.G.Robinson..TheStructureofCompetitiveIndustry,1991.

黒松巖 訳,『 産業の規 模 と能41有 斐 閣,1969年 目 しか し,P、S.Florenceは ロ ビンソンの最 適

経 営規模 論には反対 し,小 企業の残存要因を 「経済的非合理性」か ら説明す る。つま り,1.高 輸

送 費。2.小 規模管理の容易さ。3.設 立の容易 さ、4,大 企業 の許容。5.小 企業家の企業心 と願望 。

の五つをあげ て説明 して いる。加 藤誠.・著,『 中小企業 の国際比較」,東 洋 経済新報社 ,1967,
188ペ ー ジ。

5)世 界史か ら見た第一次技術革新 とい うのは十八世紀 の各種 の作業機や蒸気機関の発 明を中心 と

した産業 早:.命を指 し,第 「次技術 革新 は十九世紀末か ら二十世紀初の内燃 機関を中心 とした技術

革新 を指す。そ して.第 「次技術.革新 とい うのは二十世紀末のマ イクロエ レク トロニ クスを中心

と した技術革新を指す。

6)従 来問題 とな って きた二重構造 は,大 企業 と中小企業の間の格差についての ものであ ったが,
技術革新に よって.中 小企 業間に も新 たに二重構造が生まれた。それは,高 度 な技術 を有す る研

究開発型中小企業 と,そ の他 の下請け的 般 中小企業であ る。

η ただ し,中 村秀 一郎 のいう 「中堅企業」論 は,製 造業に限定されるもので はない。また清成忠

男の分析 も,ハ イテク技術 関連企 業に限定されてはいな1.・、



「

36〔300)第157巻 第3号

術 革 新 が 敏 捷 性 に富 む 生 産体 制 を 要 求す る よ う に な った こ と,さ らに,い わ ゆ

るハ イテ ク製 品 の部 品 価 格 の 低廉 化 が 進 ん だ こ とに よ り,ム 般 に資 本 力 に 乏 し

い とさ れ る中小 企 業 の劣 位 性 は 相 対 的 に 弱 ま っ た』 中小 企 業 の製 品 開 発 力 も向

上 した た め,製 造 業 にお け る中 小 企 業 は,新 産 業や 新 市 場 の主 た る創 造 者 とま

で 目 され るよ うに な って い る。

大 企 業 の成 長 が,多 分 に企 業 組 織 の 在 り方 に左 右 され るの に対 し,中 小 企 業

で は も っぱ ら製 品 の競 争・力 や 経 営 者 の 能 力 が企 業 の成 長 を左 右 す る。

本 稿 で は製造 業 に お け る研 究 開 発 型 中小 企業 の分 析 を課 題 とす る。 以 下 にお

い て 中小 企 業 と言 う場 合,特 に断 らない か ぎ り製 造 業 の それ を指 す こ と とす る。

ま た,経 済 発 展 や 成 長 は 主 と して技 術 か ら もた らさ れ る 。 これ に 関 して 例 え

ばE,D.Domar(ユ961)は,技 術 革 新,規 模 の経 済,労 働 力 の 質,外 部 経 済

お よび経 営 管 理 の巧 み さな どを指 摘 して い る。 これ らの 要 因 の うち技 術 革新 に

つ い て は,R.E.J。hnston〔1966)が そ の 条 件 を 指摘 して お り,研 究 開発 活 動,

技 術 導 入,市 場 構 造,企 業 自身 の学 習 能 力 お よ び金 融 面 の 支 持 な どが挙 げ られ

て い る。 た だ し,技 術 導 入 は短期 的 な 政 策で あ り,ま た 技 術 格 差 の 問 題等 もあ

るた め,自 前 の研 究 開 発 な どに比 して外 国か らの制 約 を よ り強 く受 け る のが 一.

般 的 で あ る。 した が って,本 稿 に お い て は,技 術 革 新 の 諸 要 因 の な か で も と り

わ け研 究 開発 活 動 に焦 点 を絞 る こ とに した い。

11中 小企業の存立条件

中小企業の存立基盤については,.資本蓄積理論に基づ く悲観的な見方が存在

する。それによれば,経 済の発展に伴 って次第に必要資本量が増大し,小 資本

に対する大資本の優位が高まってゆ くことになる。 しか しながら,現 代の高度

に発展 した経済において も中小企業の役割は失われず,企 業の倒産と新規参入

とによる新陳代謝は経済の活力の指標とさえされている。そのためここでは,

積極的な存在意義を中小企業に与える要因は何かという視点から,・その存立条

件を分析する。
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中小 企 業 の 存 立 に 関す る経 済 的 要 因 につ い てStaley&Morse(1965)は,技

術 的,経 済 的 要 因 を 手が か りに,生 産 コス ト,規 模 の経 済,市 場 の 特 性 な どの

要 因 を指 摘 した 。 と りわ け規 模 につ い て は,一.般 に,あ る産 業 は特 定 の 規 模 を

確 保 しな けれ ば 存 立 し得 な いが,当 然 なが ら産 業 に よ って は 中小 企 業 に適 した

生 産規 模 とい うの も存 在 す る はず で あ る。次 に 中小 企 業 の 市 場 へ の 新 規 の 参 入

につ い て み る と,こ れ が 当該 産 業 全体 の状 況,と りわ けそ の利 潤 率 に大 き く影

響 され る こ とが 明 らか さ れ て い る 。例 え ば,Mansfield(1962)は 高 利 潤 の 産 業

に おい て は新 規 の 参 入 が 多 くみ られ,企 業 の誕 生 率 も高 くな る とい うこ と を指

摘 した 。 た だ し,当 該 産業 に お け る企 業 数 が 多 す ぎ る場 合 に は,障 壁 が 形 成 さ

れ 参 入 の数 は減 少 す る とい う(Orr1974)。

ま た製 品差 異 化 経 営 戦 略説 に よ れ ば,製 品差 異 化 の 程 度 も中小 企 業 の存 立 や

発 展 を左 右 す る要 因 で あ る(VanHeemst1984;Barrer,Mat〔:alfe&Porteous

1989)。 た だ し,E.Cbamberlin(1962)は 製 品 の差 異 化 に は限 界 が あ る こ と を

示 した 。

技.術革新 によ って研 究 開発 型 中小 企 業 に有利 な存 立 条 件 が 生 まれ る こ と も考

られ る。 マ イ ク ロエ レ.クトロ ニ ク ス技 術 の 発 展 に よ り,様 々 な ニ ッチ 市 場 呂1が

生 み 出 され て きたか らで あ る。 コス ト高 の多 品種 少 量 生 産 を,マ イ ク ロエ レク

トロニ クス技 術 の進 歩 に よ り柔軟 か つ 効 率 的 に処 理 す る こ とが 可 能 に な りつ つ

あ る。 こ の た め 研 究 開 発 型 中小 企 業 は 有 利 な 立 場 に 立 った.Carlsson(1989)

は,新 技 術 の発展 に よ り長期 の平 均 費 用 曲線 が 左 に シ フ トす る 傾 向 が あ る,と

分 析 して い る。つ ま り,技 術 革 新 は企 業 の 最 小 有 効 規模 を縮 小 した。

他 方,需 要 面 に お け る経 済 環 境 の 変 化 と中 小 企 業 の 存立 基 盤 との 関係 は どの

よ うな もの で あ ろ うか 。 製 品 のサ イ ク ルが 短 縮 さ れ,個 性 的 な 消費 活 動 の割 合

が 増 加 した こ と によ り,消 費 市 場 も大 き く変 化 し,198⑪ 年代 に は多 品種 少 量 生

8)ニ ッチ(fiche)は しば しば 「隙間」と訳されてきた。しか し清成によれば,ニ ッチは大きな

Ii場と大きな市場の 「隙間.1ではない。大きな市場は細分化 し,数多 くの部分市場が生じている

のだが,こ の部分市場がニァチ市場とであるという。清成忠男,「中小企業ルネッサンス11993,

有斐閣,23ペ ージ。
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産が重要になった。こうした変化の結果生まれた市場は大企業による大規摸生

産体制にそぐわず,そ こではむしろ柔軟性,多 様性を持つ中小企業が優位に立

つ9㌧

次に,非 経済的な要因を検討する。中小企業の存立の可能性は,各 中小企業

主の能力,知 識,経 験等によって大 きく左右される。Lucas(1987)に よれば,

個人的創業は個人の得ている賃金 と創業収益の高さとの比較で決定される。ま

た,こ の創業の成否は創業者の才能に大 きく依存する。

中小企業においては,企 業家(者)の 経営理念や心理的態度なども重要であ

る。台湾においては,家 族 ・同族企業への志向性の強さや華人社会一般にみら

れる 「寧為鶏首,不 為牛後(鶏 口となるも牛後 となるなかれ)」 といった心理

的傾向が認められるが,こ の場合,あ る会社において技術,技 能を蓄積 しかつ

.当該産業における参人障壁が小さいならば,.こ の個人が自ら企業を設立すると

いう可能性が高い。

さらには,政 府の役割も中小企業の存立に影響を.及ぼす。中小企業の発展は

所得水準を平準化 し,社 会的公正を促進する。大企業による寡占体制を招かぬ

ようにするためには,集 中の弊害を除去するための政府の介入が必要となる。

日本の政策体系の中では,独 占禁止政策は低い優先順位 しか与えられてこな

かったが1の,それは中小企業の政策的軽視を意味するものではない。実際 日本

では,非 常に細かな中小企業政策が制定され,保 護,指 導,組 織化など,他 国

には見られない特徴的な政策を実施 してきている。この政策の目的は明示され

ているわけではないが,そ の本質は経済全体の活力を維持するための保護育成

政策であり,[.過当」競争禁止の政策にほかならない。

台湾におけるlll小.企業政策の理念は不鮮明である。 しか し,貧 困と失業の解

決策として,ま たは富の配分の平準化や地域開発 とい う考えに立って,中 小企

9)フ ァッシ ョン産業 はその好例の一つであるひ

10)日 本で ば1947年 に 「私的独 占の禁止及び公 正取 引の確保 に関す る法律」が制定されたが,1948

年及び1953年 に大幅 に改正,緩 和された。

1
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業 を も重 視 した政 策 を行 って きた こ とは事 実 で あ る。 家 内 工 業 や 農村 の小 規 模

工業 の 重視 も これ に寄 与 して い る'1〕。 屯 つ と も,台 湾 の 中小 企 業 の場 合 に は,

日本 との歴 史 的関 連,日 本 の技 術 と市場 を利 用 し得 た こ とな どの 要 因 が働 い て

い る こ と も留 意 され るべ きで あ ろ う。

mデ ィマ ン ドプル とテ ク ノ ロ ジー プ ッ シュ

第 一 次 石 油 危 機 ま で の 日本 の 経 済 成 長 は,「 投 資 が 投 資 を呼 ぶ 」 とい う経 済

循 環 に よ って 達 成 さ れ た の で あ り,そ こで は大 量 生 産,大 量 消 費 を前 提 と して

規 模 の経 済 が 追 求 され た 。 基 幹 産業 の技 術 は資 本 集 約 的 で あ り,大 企 業 優 位 の

時 代 とい って もよか った 。 しか しなが ら,そ の後 日本 にお い て も前 節 で 述 べ た

よ うな経 済 構 造 の 変 化 が 起 こ り,研 究 開発 型 中小 企 業 の成 長 の 可 能性 が 拡 大 し

た 。 具体 的 に は,1970年 代 初 期 の 第.・次 ベ ンチ ャー ブ ー ム と して,そ して そ れ

が二 回 の.石油 危 機 や 資 金 調 達 の 困難 に よ っ て終 息 した の ち に も,ふ た た び1980

年 代 初 期 の 第 二 次 ベ ンチ ャー ブ ー ム と して顕 在 化 した の で あ る1%

技 術 進 歩 と経 済 成 長 との 関連 を見 る と,日 本 の 場 合 には技 術 の進 歩 の経 済 成

長 へ の寄 与 の度 合 い が 高 く'3),技 術 貿 易 収 支 比 率(輸 出/輸 入)は 次 第 に上 昇

して い る叫。技 術 革新 が 日本 の経 済 成 長 に果 して きた役 割 は極 め て 大 きい 。他

方,日 本 の 総 務 庁 の科 学 技 術 研 究 調 査 に よ る と,研 究 開発 を行 って い る 中小 企

業 一 企 業 当 た りの経 常 利 益 は,つ ね に全 企 業 の経 常 利 益 平 均 の 三倍 に達 して い

る1%ま た売 上 高 で も二 倍 を超 え る。

11}例 えば,1970年 代当時の省長である謝東閾が,「家 はすなわち工場である」というスローガン

を掲示 した。

12}ベ ンチャービジネスの厳密な定義 として定着したものは今で も存在 しない、一般的には,新 技.

術や高度な知識を軸に創造的.冒 険的な経営を展開している中小企業を指す。ここでは爾究開発

型中小企業と同じものとしてこれを扱う。

13)1960年 代の高度成長期には,平 均ID%の 成長率の うち,6,1%は 技術進歩によるものであった

と推計されている。石油危機以後の低成長期においては,そ の寄与度はさらに増大している。

14)日 本の技術貿易収.丈比(輸 出/輸 入)は,1970年 では0,14,1980年0.27,そ して1990年に.は

0.41であった。しか し.累積ではなく新規分のみで見ると,1972年 から日本の技術輸出はその輸

.入を上回っていることでわかる。科学技術庁,「平成3年 版科学技術白書』,366ページ。

15)中 小企業庁編,「II召和61年版中小企業白書』,214ページによれば,研 究開発を実施した中小/
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企 業 の 規模 と企 業 の研 究 開発 活 動 の 間 に は,強 い 相 関 関係 が あ る。 研 究 開発

とい っ て も千 差 万 別 で あ る力押,.大.企 業 で は研 究 開発 を行 っ て い る企 業 の割 合

は71.4%で あ る の に対 して,中 小 企.業で は これ は11.1%で しか な い17)。しか し

なが ら,同 じ く中小企 業庁 が1983年12月 に実 施 した ベ ンチ ャー ビジ ネス実 態 調

査 に よ る と,売 上 高 研 究 開発 支 出 が3%以 上 で あ っ た 企 業 の 比 率 は,ベ ン

チ ャー企.業で は48%で あ り,.一..般中小 企 業 の15%,大 企 業 の25%を 上 回 って い

る。 売 上 高 研 究 開 発 支 出 が ユ0%以 上 の 企 業 の 比 率 も,そ れ ぞ れ16%,2%,

3%で あ って,研 究 開 発型 企業 と して の ベ ンチ ャー企 業 の性 格 は 明瞭 で あ る。

ま た,先 端技 術 且&〕を持 って い る企 業 の比 率 もベ ンチ ャー 企 業 の場 合 は25.5%で

あ っ て,一 般 中小 企 業 の2,4%及 び大 企 業 の10.1%よ り もず っ と高 い。 し た

が って,研 究 開 発 面 を重 視 す る場 合,中 小 企 業 を一 括 して 論 じる こ とが で き な

い 。

も と も と中小.企業 の技 術 や研 究 開発 は,大 企 業 との 比 較 で は 生 産,加 工技 術

に 関連 す る もの の 比 重 が 高 い。 つ ま り基 礎 的,革 新 的 な研 究 を 中心 とす る と い

うよ り も,現 在 生 産 して い る製 品や 部 品 の生 産 加 工 に 関 連 した 開発 技 術 や 設 計

改 善 を 中心 とす る。生 産 ・設 計 技 術 の蓄 積 に基 づ い て,次 第 に 自社 独 自 の製 品

を 開発 す る と言 え よ う。 これ は,と りわ け下 請 体 制 に 基 づ く 日本 の 中小 企 業 に

そ の例 をみ る こ とがで きる。

日本 の 下 請体 制 の形 成 は戦 時 中 に さか の ぼ るが,今 日,下 請 け の様 相 は変 化

しつ つ あ る。 従 来 部 品下 請 けで あ った もの が,ユ ニ ッ ト加 工 や 完 成 品発 注 に ま

＼企業1企 業 当た りの経常利益は,1975年 で5000万 円,1984年 で9800万 円であ り,全 体中小企業の

1企 業当た りの経常不1」益 は,1975年 で]690万 円,1984年 で3440万 円で ある、

16)研 究開発の内容 につ いての分類に も様 々の方法 がある。OECDの 定義 に したが えば,基 礎研

究,応 用研究,及 び研究開発の三つに分類され る。また,製 品の特質 によ り,プ ロダ ック トイ ノ

ベー シ ョンとプロセス イノペ ションとに二分す る分 類法 もあ る.、前掲r昭 和61年 版 中小企 業白

書127ペ ー ジ。また,Scherer(1986)は,Inv鯉ntbn及 びlnnovationに 分類 している。

17)前 掲 「昭和61年.版 中小企業 自書」215ペ ージ。

18)通 産省ユ:場電池動 向調査 によると,先 端技術 産業 というのは医薬品,通 信機械器具,電 子応用

装置,電 子計測機,電 子通信機械用部品,医 療 用機械 器具及 び光学機械器具 などの製造業 を指す。

すなわち,マ イ クロエ レク トロニクス技術,バ イオテ クノロ ジー技術,ソ フ トシステム技 術及び

新素 材開発技術 な どである。
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で 拡 大 し,下 請 企 業 の持 つ 取 引 先企 業 の 数 も増 え て,一 社 専 属 か ら3-5社 下

請 け,つ ま り,取 引 分 散 型 へ と次 第 に 移行 して い る。 い わ ゆ る ピ ラ ミ ッ ト型 か

ら逆 ピ ラ ミ ッ ト型 あ るい は横 並 び の ネ ッ トワー クの構 造 に移 行 しつ つ あ るの で

あ る。 下 請企 業 の取 引 先 の 同業 他社 や 異業 種 へ の拡 大 の要 因の ひ とつ と して,

中小 企 業 の 製 品 開発 技 術 の向 上 が指 摘 で きよ う。 こ こで は,高 度 の技 術 を持 つ

一 部 の 中小 企業 は
,か つ て の 下 請分 業 体 制 を脱 して,専 門 メー カ ー へ と変 質 し

た ので あ る。 す なわ ち,生 産分 業 体 制 か ら,製 品 開 発 や 情 報 処 理 な どの機 能 的

分 業体 制へ の変 化 が 見 られ るの で あ る。

も う一つ の重 要 な 要 因 は市 場 構 造 の変 化 で あ る。 従 来 の 下 請 体 制 の 下 で 中小

企 業 の 生 産 は 一般 市 場 か ら遮 断 され て お り,し か も低 賃 金 労 働 が存 在 した こ と

もあ って,中 小 企 業 の技 術 革 新 が 阻 害 され が ちで あ った。 しか しな が ら高 度 成

長 の 過 程 で 賃銀 水 準 が 上 昇 し,脱 下 請化1')が 進 行 した こ とに よ って,中 小企 業

が.直接 市場 に接 す る機 会 が 生 まれ て きた 。一.般消 費 者 の ニ ーズ の把 握,複 数 の

技 術 開発 の相 互 の連 携 な ど とい った分 野 で は,組 織 の 柔 軟 性 や 機 動 性 を持 つ 研

究 開 発型 中小 企 業 の 発 展 の 余 地 は大 きい と言 え よ う。

研 究 開発 型 中小 企 業 の技 術 面 で の特 徴 につ い て 清 成 は,独 創 的 な技 術 に 立脚

す る例 が極 め て 少 な く,改 良型 か 応 用 型が 圧 倒 的多 数 を 占 め る と指 摘 した3。}。

この 原 因 に つ い て,例 え ばMansfield(1988)は,個 々 の 企 業 に と って 応 用 型

の研 究 開発 の 方 が 利益 率 が よ り大 きい こ と を指 摘 して い る 。

清 成(1991は)さ ら に 日本 の 研 究 開 発 が ノ ン リニ ア型 か つ マ ー ケ ッ トプ ル

型2L,で あ り,国 内需 要 を満 たす た め に必 要 な 技 術 を探 索 す る とい う方 向 性 で 行

わ れ る と指摘 して い る。 需 要 側 を起 点 と して そ こか ら基礎 研 究 まで さか のぼ り

.19)日 本の中小 企業の下請比率は1971年 の58.7弩 か ら1981年 に65.5%に 上昇 し,1987年 にはむ しろ

56.6%に 下落 した、「平成 元年版 中小企業 白書」,102ペ ージ。

20)清 成忠男,「 中小企業」,第13章,日 本経済新 聞社,1986。

21)マ ー.ケフ トプル型あるい はデ ィマン ドプル型の開発 手法は,生 産工程の効率化,具 体的商品の

イ メー ジを もった研究 開発 に重点 を有す る。今 井賢一,小 宮 隆太郎編,「R4の 企 業」,東 入出版

会,1989,204ペ ージ。清 成忠男 「産 学官交 流 と地域振興 そ の現状 と課 題』法政大学 産業情

報セ ンター,1991。

ー
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問題 解 決 をす る この よ うな方 法 を,清 成 は 「目的基 礎 研 究 」 と呼 んで い る。 こ

れ は,リ ニ ア型 あ るい は,い わ ゆ る 「欧 米 型 」 の,純 粋 基 礎 研 究 か ら開発 まで

とい うテ.クノ ロ ジー プ ッシ ュ型 認}とは異 な る。

日本 の研 究 開発 活 動 が マ ー ケ ッ トプ ル型 で あ る こ との傍 証 の一 つ と して,イ

ノ ベ ー シ ョン生 成 過.程にお ける プ ロジ ェ ク トチ ー ムの構.成を挙 げ る こ とが で き

る。 ア メ リカ な ど に比 べ て,日 本 で は技 術 者 の比 率 が 極 め て低 い ので あ る鋤。

他 方,販 売,マ ー ケテ ィ ン グ,サ ー ビス関 連 の 人員 が 多 く含 まれ る こ とは,日

本 の研 究 開発 活 動 の市 場 指 向性 を物 語 る もの と言 え よ う。

台 湾 で は,電 了・工 業,....般 機 械工 業,精 密 機 械 工 業,お よび化 学 工 業 の研 究

開 発 支 出 売 上 高比 率 は,他 の 産 業 よ りも高 い 。外 国か ら台 湾 へ の技 術 協 力 件 数

や 資 本 導 入 に お い て も,こ れ らの 工 業 の 方 が 高 い数 値 を示 して い る。 この よ う

な 「技 術 機 会 」鋤 は,台 湾企 業 の研 究 開発 が テ ク ノ ロ ジー プ ッシ ェ型 で あ る こ

と を意 味 して い る 。 た だ し,基 礎 研 究 か ら入 って 開発 に至 る とい うか た ち で の

テ ク ノ ロ ジー プ ッシ ュ な ので は な く,む しろ,ア メ リカや 日本 な ど外 国 の産 業

か らの,高 い.水準 の技 術 を導 入 に立 脚 して い る。

他 方,台 湾企 業 の研 究 開発 活 動 に はデ ィマ ン ドプ ル型 的 な側 面 も見 られ る。

台 湾 で は,平 均 売 上 高 成 長率 の 高 い 産業 は研 究 開発 支 出売 上 高 比 率 も高 い。 中

小 企 業 の研 究 開発 活 動 の場 合 は,自 社 内 に研 究所 を持 つ こ とな く,市 場 を綿 密

に分 析 し,製 品 開.発を行 う とい うの が 通例 で あ る。 台 湾 の研 究 開 発機 関 の技 術

移 転 は 中小 企 業 に まで 波 及 して お らず,技 術 の導 入 先 はむ しろ外 国 の企 業 に求

22)テ クノロジープ7シ ュ型の研 究開発 は.研 究現場か らの ボ トムアップ方式による科学 的知識 の

発見 とそれをペー スとした生産へ の移行,と いう性 格を持 つ(前 掲,『H本 の企 業』)。また,基

礎研究か らスター・トし,応 用研 究を経て生産技術 の開発 にまで至 るとい うプ ロセスで ある。前掲,

r産学 官交流 と地域振興一 その現状 と課題」。 しか し,開 発途.L国 において は,テ クノロジー

プ ッシ 」型の研究開発 は技術取得に適合的 と言えるか もしれない。

23〕 前掲,「 日本の企業」,第11章 。

24>Technobgical(>ppりrtuni【y。Wl』 ロn(1977)に よ り,製 品改善の機会が 多ければ多い ほど,製

品特性 を打 ち出 しやす くな り 〔pr。ducthvallyの 向上〉,企 業 の研 究開発 支出が 刺激 された。技

術 革新 の機会は自社 の研究開発や技 術導入に依存 する。 したが って,こ こでは,よ り進 んだ技術

と接す る機 会を 「技術機会1と す る。

1
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め られ る。 激 しい 競 争 の 下 で は,消 費者 指 向 の,い わ ゆ る 「顧 客 向 け」 の生 産

を行 う必 要 が あ る。 以 上 を 考慮 す る な ら ば,台 湾 の中 小企 業 の技 術 革新 の も う

一 つ の原 動 力 は
,デ ィマ ン ドプ ル 的 な 開発 圧 力 で あ る とい え るだ ろ う。

これ らの点 につ い て,馬 凱(1988)は ,台 湾 企 業 の 研 究 開発 に お い て は デ ィ

マ ン ドプ ル要 因 は 顕 著 で は な く,も っぱ ら テ ク ノ ロ ジー プ ッ シ ュ型 で あ る,と

指 摘 して い る圓。 この分 析結 果 は,定 義 の 違 い や 資料 の取 り扱 い 方 法 の違 い に

起 因 して い る と思 わ れ るが,景 気 変 動 の 影 響 も無 視 しえ な い と患 わ れ る。

IV台 湾製造業における中小企業の発展要因

台 湾 の 製造 業企 業 数 にll1小企 業 が 占 め る割 合 は98,02%で あ り,ま た従 業 員

数 で は79.66%,輸 出 で は59.02%,売 上 高 で は39.43%を 占 め る25)。こ の よ う

に,台 湾 の 製 造 業 にお い て 中小 企業 は極 め て重 要 な役 割 を 演 じて い るが,産 業

構 造 や 製 品 の 質 な どか らみ る と,様 々 な問 題 を抱 えて い る こ と も否 定 し得 ない 。

台 湾 にお い て は,大 企 業 の重 要 性 は 日本 や他 の 先 進 国 よ り'も低 くい 。 大企 業 が

主 と して 国 内 市場 向 け の生 産 を行 う の に対 し,中 小 企 業 は輸 出 向 け の生 産 が主

体 で,台 湾 の 中小 企 業 は,概 して大 企 業 との 直接 の企 業 間 関連 は稀 薄 で あ る。

台 湾 経 済 は,い わ ば 「二 重 市 場 構 造 」 を 有 して い る ので あ る顔。

台 湾縄 済 に つ い て の研 究 は,い ず れ もそ の貿 易 依 存 度 の大 き さ を発 展 の 要 因

と して 重 視 して い る28〕。 台湾 貿 易 の発 展 は,労 働 集 約 的 産 業 の発 展 を基 軸 に,

輸 出 に製 造 業 を特 化 させ て い った結 果 で あ る とい え るだ ろ う。

台 湾 の 中小 企 業 の輸 出 志 向 の 高 さ には相 応 の理 由が 存在 す る。 まず,国 内市

25)た だ し,こ の分析は台湾の生産業 を対象 として分析 した結果である。

26)経 済部 中小企業庭,「 中華民国81年 中小企 業白皮書/。 ただ し,こ れ らの数字 は年 々低下 してい

き,例 えば,1986年 に中小企業の企 業数が 占める割合は98.64%,売 上 高に占め る比率は4ア.M%,

輸出比率で も70,05%を 占め てい る。

27)般 的 に国内市場の拡大は中小企業 の生存空間 を広げ るが,1980年 代後半 の台湾 の内需拡大や

台湾元 の切 り上げにおいては,中 小企業 よ りも大企業の方が利益 を拡大 した。 この現象 は,こ う

した市場構造を物語 るものである。

28)1992年 台湾 の輸出 依存度,輸 入依存度合わせた貿易依存度 は72,82%で あった。行政院経済建

設委員会,1自 由中国之工業』第81巻 第6期,135,153頁 。
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場 に お い て は 各種 の保 護 措 置 が 存在 して お り,国 内市 場 向 けの 生 産 に関 して は,

外 資 の 参 入 に 制 限 が設 け られ て い る。 こ う した,相 対 的 に競 争 が 制 約 され た 国

内市 場 は,寡 占的 大 企 業 に有利 で あ る。 また 成 熟 した 製 品 の 生 産 能力 を台 湾 が

得 た た め に,多 くの外 国 資 本 が 台 湾 を生 産基 地 と して位 置づ け,ζ こに拠 点 を

置 い た 。 こ う した 場 合 に は比 較 的狭 隘 な 台 湾 国 内市 場 で は な く海外 市 場 を 目標

に して生 産が 行 わ れ た 。 この よ うな場 合 に は,台 湾 独 自の販 売経 路 に よ るので

は な しに,海 外 の既 存 の販 売 経 路,と りわ け 日本 の商 社 の そ れ を通 じて輸 出が

行 わ れ た の で あ る 。 さ ら に は,政 府 の輸 出融 資制 度 が 輸 出企 業 の 資 金 調達 を助

け,輸 出 拡 大 に結 果 した こ と も重 要 で あ る。

この 高 い 輸 出依 存度 は,中 小 企 業 の生 産 ・輸 出 の特 定 製 品へ の特化 と一体 で

あ った 。 と りわ け,繊 維.L業 及 び電 子 機 械 工 業 へ の集111は 著 しい。 台 湾経 済 は

中小 企 業 中 心 の加 工 貿 易 に立 脚 して い るの で あ る 。台 湾で は1950年 代 中期 まで

輸 入 代 替 保護 政策 が実 施 され て い た が,他 方 この 時期 か ら は,輸 出 の た め の環

境 整 備 と して 為 替 レー ト改 革,輸 出 減 ・免 税 の 実 施 な どが 行 わ れ て い る㌦ こ

う した,保 護 関 税 政 策 と輸 出奨 励 政 策 との 組 み 合 わ せ に よ っ て,台 湾 経 済 の

「二 重構 造 」 は形 成 され た の で あ る鋤。

日本 企 業 と の結 びつ きは,台 湾 の 中小 企 業 の発 展 の 一 要 因 で あ った。 台 湾 の

外 資 導入 や 技 術 協 力 に 占 め る 日本 の 比率 は 高 い鋤。 これ は,ア メ リカー 日本一

NIEs32〕 の トラ イ ア ング ルの一一環 に 台 湾 が 位 置 づ け られ た こ とに よ る33)。台 湾

の 中小 企 業 の 多 くは 日本 か ら中古 機 械 設 備 を輸 入 し,そ れ に よ っ て技 術 力 を高

29}1958年 から複式為替 レートにおける交換比率較差の縮小が開始され,同 時に台湾元の大幅な切

.ドげが始まつだ,ま た,1955年 に 「輸出指向」政策への転換を示す政策の端緒として,製 造業の

製品の輸出に対 して各種の税金を払い戻すという 「輸出退税」制度が採用された.

30)つ まり,加工輸出中心の製造業中小企業と,高度に保護された国内rl∫場向けに生産する大企業

との二重構造が形成された。

31)1952年 から1992年までの外資導入の割合は,日 本か らが28.97%で あり,第一位。1992度には
28.麗%で あり,同 じく第...一位である,,その中で,製 造業のうち,電 子工業への投資は最も多い。

また,技 術協力の件についても1952年から1992年まで日本の占める割合は60.22%で あり,同 じ

く電∫.工業を中心とする。経済部投資審議会資料,1992年12月 。

32)新 興工業経済地域.特 に,韓 国,台 湾,シ ンガポール,香 港の四つを指す。

33)徐 照彦,『.東洋資本主義」,講談社,1990,第1章 。
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め,か つ資本負担を軽減 してきた。一般の中小企業は,技 術の新規の開発を行

うというよりも,既 存の技術の改良を行 うのであるか ら,こ うした中古設備で

も支障はなか ったのである。

台湾経済の日本への依存は,貿 易関係にも明らかである。台湾にとって日本

は第一位の輸.入相.手国であるが,輸.入 品の8割 以 トは資本財や素材の輸入であ

る。1986年 の台湾元の切上げによって台湾の輸出額が減少した際に,日 本から

の輸入額が同時に減少 したことは,日 本と台湾のこうした経済関係を如実にし

め している鮒。

台湾の中小企業の.発展の第二の要因としては,文 化的要素,と りわけ台湾社

会における個人主義的要素であろう。集団主義的傾向が強い日本の場合と異な

り,台 湾においては大企業で技術,技 能を習得した従業員の多 くは転職あるい

は独立する。これにより技術の移転が急速に進み,ま た中小企業の開業率は高

くなる。

三番目の要因として,比 較的安定的な政治的,社 会的環境が維持されてきた

ことが指摘 うる。これは外資の導入に際 しては不.of欠の要因と言えよう。外資

の導入によって,台 湾の相対的に低廉であった賃金を武器に,自 前の流通機構

の構築のための過大な負担を負うことなく,国 際分業体制に参加することが可

能となったのである。

第四にあげられるべきは,イ ンフラ.ストラクチャの整備である。1973年 以降

の 「十大建設」政策によって,鉄 道の近代化,高 速道路建設,港 湾建設,通 信

施設の充実,航 空路の整備などが進められ,中 小企業の競争力に間接的に寄 ラ・

した。とりわけ,有 形,無 形の取引費用が削減され,製 品価格の引下げを可能

にした。

台湾の過去四十数年の経済発展の結果,貿 易の不均衡が発生 し,台 湾元の切

上げ圧力が強くなった。 こうした状況のなかで,中 小企業 もまた新たな対応を

迫られた。 とりわけ石油危機以降の経済環境においては,よ り一層の技術革新

34)正 しく言うなら,台湾の日本への一方的依存関係。
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が必 須 とな っ た。 政 府 も また,新 た な 政 策 的対 応 を打 ち出 す必 要 を認 識 す る に

至 った 。

こ う した 中で,先 端 科 学 技術 工 業 を発 展 させ る ため,1980年12月,政 府 は台

湾 北 部 の新 竹 に科 学 工 業 園 区 を設 立 した 。 こ こで は,高 度 の技 術 を有 す る企 業

に対 して 低利 で の資 金 調 達 や 工 場 用 地 問題 の解 決,減 税 ・免 税措 置,資 本 参 加

な ど各種 の政 府 に よ る助 成 政 策 が行 われ て い る。

研 究 開発 型 製 造 業 中小 企 業 を 構成 主体 とす る新 竹 科 学 園 区 で は,電 子 機 載 関

連 企 業 が 圧倒 的 な比 重 を有 して い る。 コ ン ピ ュー ター及 びそ の 周 辺機 器,集 積

回 路 な どの 部 品,通 信 機 器 あ る い は精 密 機械 な ど,さ らに オ プ トエ レク トロニ

ク ス(光 電 子 工 学)等 に 関連 す る企 業 が 主 体 で あ り,ま た一 部 はバ イ オ テ ク ノ

ロ ジー関 連 企 業 で あ る。 進 出企 業 は外 国企 業 の 子会社,新 た に設 立 され た 企 業,

台 湾 企 業 の関 連 会 社 な どで あ る 。 日本 か ら の企 業 進 出 が わ ずか2社 に と どま る

の に対 し,ア メ リカ との 関係 を有 す る企 業 は 多数 にの ぼ る。 高雄 に あ る加 工 輸

出 区 の企 業 の60%が 日本 企 業 との 関連 を持 つ こ と と比 較 す る と,極 め て興 味 深

い現 象 とい え るだ ろ う。

それ らの企 業 の 経 営 者 は,そ の 多 くが ア メ リカの 企 業 か ら転 出 して きた人 々

で あ る。 と りわ け,ア メ リカ に留 学 し,ま た 就 職 した 後 に 台湾 にUタ ー ンす る

とい う現 象 が 見 られ る 。 ま た,新 竹 科 学 園区 の企 業 は,周 辺 の大 学 や 研 究 所 と

の強 い連 携 を有 して い る35♪。 そ れ に よ り優 秀 な 人材 を確 保 し,ま た 科 学 的 知 識

の集 中 を はか って い る の で あ り,先 進 国型 の テ ク ノポ リス を指 向 してい る こ と

は明 らか で あ る。 特 に技 術 提 携 につ い て は,政 府 系 の 財 団 法 人で あ る 「工 業技

術 研 究 院 」 の 役 割 を見 落 とす こ とはで き ない 。 技 術 の 普 及,共 同研 究 の組 織 化,

技 術 者 の養 成 な ど を政 府 の 戦 略 的政 策 の下 で 行 い,台 湾 の技 術 水 準 の 向上 を 目

的 と して い る。 この 地 区 で 生 産 さ れ る製 品 の65%は 輸 出 向 けで あ る 。

台 湾 の技 術 水 準 は未 だ に 日本 よ りも低 く,ま た,生 産 財 供給 に 関 して は 日本

に依 存 し,販 路 と して は ア メ リ カ市 場 へ依 存 す る とい う 「トラ イ ア ン グル」 論

35>た とえば,清 華大学,交 通大学などである。
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的 構造 は残 って い る。 しか しな が ら,台 湾 の研 究 開発 型 中 小 企 業 の な か に は よ

り高付 加 価 値 の製 品 の開 発 へ と進 む企 業 も現 れ て お り,日 本 へ の依 存 か ら脱 却

した 産 業 も生 まれ て きた 。 この よ うに,日 台 の経 済 関 係 は 転 換 期 に 入 っ た と も

考 え られ る ので あ り,中 小 企業 もま た例 外 で は ない と思 わ れ る 。

結 語

各国の経済発展における中小企業の重要性は明らかであり,雇 用,所 得配分,

資源配分,技 術導入などか ら見ても,中 小企業は極めて重要な役割を果たして

いる。特に,国 際比較の観点か ら見れば,台 湾の中小企業は,輸 出と外貨の獲

得の点において際だっている。.

研究開発型中小企業と言っても,国 や地域によってその性格はさまざまであ

る。産業内での垂直統合の程度は技術開発の成果と正の相関を持つ との分析36,

もあるが,他 方Beesley&Rothwell〔1987)に よれば,革 新型中小企業はつね

に外部機構と密接な連結関係を持つ というξ例えば製造に関する特許権の取得

やOEM(相 手先プラント生産〉,共 同研究開発活動への参加などである。こ

のような活動を通 して技術の導入や技術情報の入手が可能となり,新 産業や新

市場への参入も実現するのである。

日本の下請け体制や従来行われてきた 「ノンリニア型」,あ るいは 「目的基

礎研究」は,技 術的な追い上げに役立った。 しかしながら,技 術革新の急速な

進展を前提とするならば,中 小企業が持つ制約条件をどのようにして乗 り越え

てゆくか,と いったことが問われることになるだろう。そのために,中 小企業

にζって 「不正」な競争環境を政策的に排除することに,各 国政府 とも積極的

なのである。

台湾の中小企業の研究開発は,技 術機会に大 きく影響されている。台湾の中

小企業は,外 国からの技術の導入によって技術水準の向上をはか り,い わば先

36)Poter,M.E.は,垂 直統合の程度が技術開発 の成 果と止 の相関関係 を持ち,企 業の分業の程度

が低 ければ低いほ ど技 術開発の成果 を高める上で有利であ ると指摘 している。
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進工業国の委託を受けて相手先のブランドで完成品供給や部品生産を行い,成

長 してきた。このような生産は成熟技術に基づいており,.主として価格競争力

を武器 とする。台湾経済が成長するにつれ基幹部品や原材料の輸入が増大した

のは,こ うした事情を背景としている。

現在,台 湾の中小企業による海外投資活動が活発であるが,台 湾国内に新 し

い基幹産業が育ってこなければ,将 来的には台湾経済は行き詰まってしまうで

あろう。それゆえ,研 究開発に基づ く技術.革新は極めて重要であると言わねば

なるまい。

しかしながら,中 小企業 もまた問題を抱えている。従来,大 企業は部品生産

を中小企業に委ねており,そ れによって中小企業には次々と新しい製品分野が

提供されてきた。しか し技術革新によって大企業の内製比率が高まると,こ う

した形での中小企業の活動範囲は狭まらざるを得ない。中小企業は生産性を一

層向上させることによ り,あ るいは専門化を行い特殊な製品の供給者となるこ

とによって,こ うした変化に対応する必要があろう。

環境の変化はそれだけではない。賃金の上昇は,そ れまで相対的な低賃金を

競争力要因としてきた中小企業にとっては存立にかかわる問題である。それだ

けになお,中 小企業生産の高付加価値化,非 価格競争力を高めてい くという課

題の解決が必要である。また環境保護や立地場所の確保の問題も深刻である。

さらに,中 小企業の資金調達はかな り容易にはなったが,依 然として問題を残

している。.中小企業が直面している問題は,い まだに多いといわねばならない。

したがって,民 間企業の研究開発支出を左右する要因や,政 策が研究開発 に及

ぼす影響,あ るいは金融の役割等についての分析が必要 となるであろう。これ

らの問題 については,稿 を改めて論ずることとしたい。

ー

ー
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